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日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 千田 哲也）、日本郵便輸送株式会社 

（東京都港区、代表取締役社長 原口 亮介）およびJPロジスティクス株式会社（東京都千代田区、 

代表取締役社長 長谷川 実）（以下「日本郵便グループ」）と、セイノーホールディングス株式会社

（岐阜県大垣市、代表取締役社長 田口 義隆）、西濃運輸株式会社（岐阜県大垣市、代表取締役社長 

髙橋 智）およびセイノーの輸送ネットワークを担うグループ会社（以下「セイノーグループ」）は、

物流課題の解決に取り組み、持続可能な物流サービスを提供すべく、幹線輸送（お客さまから荷物を 

お預かりする集荷側の拠点から配達側の拠点への長距離輸送）の共同運行を目的とした業務提携に 

関する基本合意書を締結いたしました。 

 

物流業界は、トラック運転手の時間外労働の是正に伴い輸送力が不足する2024年問題や、少子 

高齢化による一層の人手不足など、深刻化するさまざまな課題に直面しており、大きな変革を 

迫られています。これらの物流課題の解決に向けては、企業の垣根を超えた「共創」が重要であるとの

共通認識の下、日本郵便グループとセイノーグループは、本年2月より幹線輸送における共同運行の 

可能性を検討するため、トライアルに取り組んでまいりました。そして、両社による検討の結果、 

この度の基本合意に至りました。 

日本郵政グループが目指す「共創プラットフォーム」と、セイノーグループが描く「オープン・ 

パブリック・プラットフォーム」は、ともに「共創」を志す将来ビジョンです。目指す方向性が合致 

する両者が、相互に強みを活かすことでWin-Winな「共創」が実現できると考えております。今後は、

幹線輸送の共同運行に向けて具体的な方策を策定するとともに、幹線輸送に留まらない共同化や協業

の可能性についても検討を深めつつ、物流サービスの維持・向上に努めてまいります。 

 

【業務提携の目的】 

日本郵便グループとセイノーグループは、幹線輸送における共同運行を実現すべく取り組みを 

進めていきます。荷物をお互いに積み合わせて行う共同運行により、輸送効率の向上や、環境負荷の 

低減、お客さまにとっての利便性維持に繋げるとともに、物流課題に対応していくことが今回の協業

の主な狙いです。 

また、両者の物流ネットワークの進化を通じて、効率がよく、便利で、強靭な「サステナブルな物流」

を実現し、国民生活や経済活動を支えることで社会に貢献することを目指していきます。さらに、各社

の協調領域と考えられる幹線輸送から取り組みを始めることにより、誰でも参加可能なプラット 

フォームの役割を担い、業界連携の輪を拡大させるほか、物流業界の魅力向上、働きがいのある環境 

づくりを牽引し、業界ステータスの向上に貢献していきます。 
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【業務提携の内容】 

日本郵便グループとセイノーグループは、2024年3月28日付の共同運行トライアル実施に関する 

お知らせのとおり、既に幹線輸送の共同運行トライアルを実施しており、相互理解を深めてきました。

今後は、共同運行を推進する両者合同のチームを立ち上げ、荷物の受け渡しの方法や発着拠点の 

使い方など、共同運行の際に課題となる部分を洗い出しながら、ルールや仕組みづくりに着手して 

いきます。そして、トライアルに留まることなく、共同便を定常的に運行する状態を一つの大きな目標

とし、実効性にこだわりながら取り組みを推進してまいります。 

 

【幹線輸送の共同運行イメージ】 

 

【幹線輸送の共同運行トライアルに取り組む両グループのトラック】 
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会社概要 

（1）日本郵便グループ  

名称 日本郵便株式会社 

代表者 千田 哲也 

本社所在地 東京都千代田区大手町二丁目 3番 1号 

設立年 2007年 

事業内容 郵便業務、銀行窓口業務、保険窓口業務など 

従業員数 175,950名 

車両数 115,481台 

ホームページ https://www.post.japanpost.jp/  
 

名称 日本郵便輸送株式会社 

代表者 原口 亮介 

本社所在地 東京都港区西新橋一丁目 16番 2号 

設立年 2007年 

事業内容 郵便物および郵便事業に関連する物品の運送事業など 

従業員数 2,213名 

車両数 2,530台 

ホームページ https://jptransport.jp/  
 

名称 JPロジスティクス株式会社 

代表者 長谷川 実 

本社所在地 東京都千代田区大手町二丁目 3番 1号 

設立年 2002年 

事業内容 貨物自動車運送事業、貨物利用運送事業、倉庫業、 

自動車分解整備事業、航空運送代理店業、通関業など 

従業員数 3,854名 

車両数 2,552台 

ホームページ https://www.jp-logistics.jp/ 
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（2）セイノーグループ 

名称 セイノーホールディングス株式会社  

代表者 田口 義隆 

本社所在地 岐阜県大垣市田口町 1番地 

設立年 1946年 

事業内容 純粋持ち株会社 

従業員数 32,333名(セイノーホールディングス連結) 

車両数 31,686台(セイノーホールディングス連結) 

ホームページ https://www.seino.co.jp/seino/shd/ 
 

名称 西濃運輸株式会社  

代表者 髙橋 智 

本社所在地 岐阜県大垣市田口町 1番地 

設立年 2005年 

事業内容 貨物自動車運送事業、貨物利用運送事業、倉庫業、航空運送代理店業、

通関業、国際複合一貫輸送事業、 

カンガルー特急便を中心とした商業物流サービス事業など 

従業員数 17,129名 

車両数 11,432台 

ホームページ https://www.seino.co.jp/seino/  
 

以 上 

 

 【報道関係の方のお問い合わせ先】 

 

日本郵便グループに関すること 

日本郵便株式会社 

広報部 報道担当 

電話：03-3477-0546 

 

セイノーグループに関すること 

 セイノーホールディングス株式会社 

  ブランド戦略室 広報戦略課 

  電話：0584-82-5002 

 

https://www.seino.co.jp/seino/shd/
https://www.seino.co.jp/seino/
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